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未来社会創造事業（探索加速型） 

令和４年度新規研究開発課題の決定について 
 

ＪＳＴ（理事長 橋本 和仁）は、未来社会創造事業（探索加速型）の令和４年度の新規

研究開発提案における新規研究開発課題および研究開発代表者を決定しました。 

本事業では、社会・産業ニーズを踏まえ、経済・社会的にインパクトのあるターゲット

を目指す技術的にチャレンジングな目標を設定し、ＰＯＣ（概念実証：実用化が可能かど

うか見極められる段階）を目指した研究開発を実施します。 

令和４年度の提案募集では、産官学各界より２２１件の応募がありました。 

募集締切後、書類選考と面接選考を実施し、各重点公募テーマにおいて以下の通り採択

を決定しました。 
 
＜探索加速型 重点公募テーマ（探索研究）＞ 採択数 

「次世代情報社会の実現」領域（運営統括：前田 英作） 

 ＡＩ・ビッグデータ・ＩｏＴを駆使したＨｕｍａｎ－ｃｅｎｔｒｉｃデジ

タルツインによる新たな未来社会デザイン 

５件 

「顕在化する社会課題の解決」領域（運営統括：高橋 桂子） 

 持続可能な環境・自然資本を実現し活用する新たな循環社会システムの構

築 

５件 

「個人に最適化された社会の実現」領域（運営統括：和賀 巌） 

 他者とのインタラクションを支えるサービスの創出 ５件 

「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域（運営統括：魚崎 浩平） 

 「ゲームチェンジングテクノロジー」による低炭素社会の実現 ６件 

「共通基盤」領域（運営統括：長我部 信行） 

 革新的な知や製品を創出する共通基盤システム・装置の実現 ５件 

  
事業および選考・採択結果の詳細は下記ホームページを参照してください。 

ＵＲＬ https://www.jst.go.jp/mirai/ 

 

＜添付資料＞ 
参 考：未来社会創造事業の概要 

 
＜お問い合わせ先＞ 
科学技術振興機構 未来創造研究開発推進部 
〒102-0076 東京都千代田区五番町７ Ｋ’ｓ五番町 
庄司 真理子（ショウジ マリコ） 
Tel：03-6272-4004 Fax：03-6268-9412 
E-mail：kaikaku_mirai[at]jst.go.jp 
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未来社会創造事業の概要 

 

未来社会創造事業の概要および各重点公募テーマ・技術テーマの詳細内容は、事業ホー

ムページ（https://www.jst.go.jp/mirai/）にて公開しています。 
 
事業概要 

未来社会創造事業は、社会・産業ニーズを踏まえ、経済・社会的にインパクトのあるタ

ーゲット（出口）を明確に見据えた技術的にチャレンジングな目標を設定し、戦略的創造

研究推進事業や科学研究費助成事業などの有望な成果の活用を通じて、社会や産業におい

て、研究開発成果の実用化が可能かどうか見極められる段階（概念実証：ＰＯＣ）を目指

した研究開発を実施します。 
 

本事業は異なる２つのアプローチで構成されます。 
 

探索加速型では、探索研究から本格研究へと段階的に研究開発を進めます。探索研究は

スモールスタート方式注１）で多くの斬新なアイデアを取り入れ、本格研究に向けてアイデ

アの実現可能性を見極めることとします。研究開発課題は、文部科学省が定める領域注２）

を踏まえ、ＪＳＴが提案募集などを通じて設定した「重点公募テーマ」に基づき公募しま

す。 

大規模プロジェクト型では、科学技術イノベーションに関する情報を収集・分析し、現

在の技術体系を変え、将来の基盤技術となる「技術テーマ」を文部科学省が特定し、その

技術テーマに係る研究開発課題に集中的に投資します。 
 

 
 

本事業ではステージゲート方式注３）を導入します。探索加速型においては、探索研究か

ら本格研究へ移行する際や、本格研究で実施している研究開発課題を絞り込むことで、最

適な研究開発課題の編成や集中投資を行います。大規模プロジェクト型においては、民間

投資の誘発を図るため、研究開発途上からの企業などの資金導入を求めます。 

 

注１）スモールスタート方式：研究開発課題の採択時には比較的少額の課題を多数採択す

る仕組み 

注２）領域：重点公募テーマの設定に当たっての領域（区分） 

注３）ステージゲート方式：研究開発を複数のステージに分け、各ステージでの評価に基

づいて研究開発課題の続行または廃止を決定する仕組み 

参考 


